
消費者庁等の徳島移転について

令和元年６月２１日，消費者庁等の徳島移転に関する内容を含む「まち・

ひと・しごと創生基本方針２０１９」が，次のとおり閣議決定されました。

「まち・ひと・しごと創生基本方針２０１９」<抜粋>

◎政府関係機関移転の推進

消費者庁については，２０１７年７月に徳島県において開設

した「消費者行政新未来創造オフィス」において，徳島県を

実証フィールドとした新たな分析・研究プロジェクト等を実施

する取組を進め，成果をあげてきた。この成果を踏まえた同オ

フィスの機能の充実と規模の拡大を見据え，消費者行政の発展・

創造のためにふさわしい機能と規模を備えた新たな恒常的拠点

を２０２０年度に発足させるために必要な調整を進め，消費者

行政を進化させるとともに地方創生に貢献していくことを目指

す。

資料１ 令和元年6月定例会（付託）
県土整備委員会資料

危機管理部



 

 

 

 

まち・ひと・しごと創生基本方針 2019 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙） 

　

　

9010131
四角形



 

30 
 

・東京一極集中に歯止めがかかっていない状況を踏まえ、東京から地方への企

業の本社機能移転等の加速化に向け、様々な施策を総動員した、総合的かつ

抜本的な方策について検討し、年内に成案を得る。 
   

 

（２）政府関係機関の地方移転 
＜概要＞ 

「総合戦略」、「移転基本方針」、「政府関係機関の地方移転にかかる今後の取

組について」（平成 28年９月１日まち・ひと・しごと創生本部決定。以下「地

方移転にかかる今後の取組」という。）等に基づき、中央省庁及び研究機関・

研修機関等の移転の取組を進める。 

  【具体的取組】 
   

◎政府関係機関移転の推進 

・研究機関・研修機関等の地方移転については、それぞれの取組について、関

係者間で共同して作成した具体的な展開を明確にした５年程度の年次プラ

ンに基づき、将来的な地域イノベーション等の実現に向けた着実な取組を進

める。 

・中央省庁の地方移転について、文化庁については、引き続き、遅くとも 2021

年度中を目指すとされる京都への本格的な移転に向け機能強化を図るとと

もに、京都・東京の分離組織における業務の試行・改善等を進める。 

・消費者庁については、2017年７月に徳島県において開設した「消費者行政新

未来創造オフィス」において、徳島県を実証フィールドとした新たな分析・

研究プロジェクト等を実施する取組を進め、成果をあげてきた。この成果を

踏まえた同オフィスの機能の充実と規模の拡大を見据え、消費者行政の発

展・創造のためにふさわしい機能と規模を備えた新たな恒常的拠点を 2020

年度に発足させるために必要な調整を進め、消費者行政を進化させるととも

に地方創生に貢献していくことを目指す。 

・総務省統計局については、2018年４月に和歌山県に開設した「統計データ利

活用センター」において、オンサイト施設の運用を開始し、その普及を図る

とともに、和歌山県と協力して統計データの利活用支援、人材育成、共同研

究等に取り組む。 

・特許庁、中小企業庁、観光庁及び気象庁については、「地方移転にかかる今

後の取組」に基づき、具体的な取組を進める。 

・ICTを活用した国の機関としての機能発揮の検証（社会実験）については、

「移転基本方針」に沿って、実証実験の試行・検討を進める。 

・移転対象研究機関と地域企業の共同研究が始まるなど、既に移転の取組の成

果が得られつつあることから、こうした成果の展開を図りつつ、地方創生推

進交付金や地方大学の振興などの必要な施策を講じながら、これらの成果を

地域イノベーションの進展等につなげていく。 

・今後の政府関係機関の地方移転の取組については、有識者からの意見も考慮

しつつ、政府において毎年適切にフォローアップを行い、2023年度中に地方

創生上の効果、国の機関としての機能の発揮等について総括的な評価を行

い、これを踏まえ必要な対応を行う。 

◎サテライトオフィスを活用した地方における中央省庁の機能発揮 

（抜粋）

1410938
四角形


	【資料】まひし基本方針２０１９本体_閣議決定(赤囲み）.pdfから挿入したしおり
	鑑　内総持込【鑑有、案トレ】まち・ひと・しごと創生基本方針2019
	まち・ひと・しごと創生基本方針2019（鑑付本体資料）
	鑑　内総持込【鑑有、案トレ】まち・ひと・しごと創生基本方針2019
	正・副　内総持込 まち・ひと・しごと創生基本方針20190618
	Ⅰ．第１期における地方創生の現状等
	１．第１期の地方創生の取組
	２．地方創生をめぐる現状認識
	（１）人口減少・少子高齢化
	（２）東京一極集中の継続
	（３）地域経済の現状

	３．地方創生に関連する将来の見通し

	Ⅱ．第２期に向けての基本的な考え方
	１．全体の枠組
	２．検証を踏まえた検討の方向性
	（１）４つの基本目標
	（２）「まち」「ひと」「しごと」の好循環
	（３）５つの政策原則
	（４）情報支援・人材支援・財政支援（「地方創生版・三本の矢」）

	３．第２期における新たな視点
	（１）地方へのひと・資金の流れを強化する
	（２）新しい時代の流れを力にする
	（３）人材を育て活かす
	（４）民間と協働する
	（５）誰もが活躍できる地域社会をつくる
	（６）地域経営の視点で取り組む


	Ⅲ．各分野の当面の主要な取組
	１．地方にしごとをつくり安心して働けるようにする、これを支える人材を育て活かす
	（１）「地域人材支援戦略パッケージ」等による人材の地域展開
	（２）新たなビジネスモデルの構築等による地域経済の発展
	（３）「海外から稼ぐ」地方創生
	（４）地方創生を担う組織との協働
	（５）高等学校・大学等における人材育成

	２．地方への新しいひとの流れをつくる
	（１）地方への企業の本社機能移転の強化
	（２）企業版ふるさと納税の活用促進による民間資金の地方還流
	（３）政府関係機関の地方移転
	（４）「関係人口」の創出・拡大
	（５）地方公共団体への民間人材派遣
	（６）地方の暮らしの情報発信の強化

	３．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる、誰もが活躍できる地域社会をつくる
	（１）個々人の希望をかなえる少子化対策
	（２）女性、高齢者、障害者、外国人等が共生するまちづくり

	４．時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する
	（１）交流を支え、生み出す地域づくり
	（２）マネジメントによる高付加価値化
	（３）Society5.0の実現に向けた技術の活用
	（４）スポーツ・健康まちづくりの推進

	５．連携施策等
	（１）地方創生に向けた国家戦略特区制度等の推進
	（２）規制改革、地方分権改革との連携
	（３）東日本大震災の被災地域における地方創生の加速化
	（４）国土強靱化等との連携


	Ⅳ．国と地方の総合戦略の策定等について
	Ⅴ．各分野の施策の推進
	１．地方にしごとをつくり安心して働けるようにする、これを支える人材を育て活かす
	（１）強靱な地域経済社会システムの確立と地域への人材展開の強化
	（２）新しい産業の創出と社会的課題に対応する地域経済社会システムの構築
	（３）「海外から稼ぐ」地方創生
	（４）観光地域づくり・ブランディング等の推進
	（５）地方創生を担う人材・組織の育成
	（６）高等学校等における人材育成

	２．地方への新しいひとの流れをつくる
	（１）地方への企業の本社機能移転の強化
	（２）政府関係機関の地方移転
	（３）キラリと光る地方大学づくり等による地域における若者の修学・就業の促進
	（４）地方移住の推進
	（５）「関係人口」の創出・拡大
	（６）子供の農山漁村体験の充実
	（７）地域おこし協力隊の拡充
	（８）地方生活の魅力等の情報発信

	３．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる、誰もが活躍できる地域社会をつくる
	（１）個々人の希望をかなえる少子化対策
	（２）全世代・全員活躍まちづくり－「生涯活躍のまち」の更なる推進等－
	（３）地域共生社会の実現
	（４）官民連携による女性・高齢者等の新規就業促進
	（５）多文化共生の地域づくり

	４．時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する
	（１）地方創生SDGsの実現などの持続可能なまちづくり
	（２）Society5.0の実現に向けた技術の活用
	（３）居心地が良く歩きたくなるまちなかづくり等の推進
	（４）コンパクト・プラス・ネットワークの本格的推進等
	（５）まちづくりにおける地域連携の推進
	（６）更なる民間投資の喚起による都市再生の推進
	（７）地域交通を取り巻く課題への対応
	（８）集落生活圏維持のための「小さな拠点」及び地域運営組織の形成
	（９）スポーツ・健康まちづくり

	５．国家戦略特区制度等との連携
	（１）「スーパーシティ」構想の早期実現
	（２）国家戦略特区の推進
	（３）総合特区の推進


	Ⅵ．地方創生に向けた多様な支援（「地方創生版・三本の矢」）
	１．情報支援
	（１）地域経済分析システム（RESAS）
	（２）都市再生の見える化（i-都市再生）

	２．人材支援
	（１）地方創生人材支援制度
	（２）地方創生コンシェルジュ
	（３）地方創生カレッジ

	３．財政支援
	（１）地方創生関係交付金
	（２）地方財政措置
	（３）税制






